№４０９
府立信太高等学校

校長　 東野 仁孝
平成31年度　学校経営計画及び学校評価
１　めざす学校像
	誰もが安心して学び、自分を伸ばすことができる地域の学校へ

１．知・徳・体の調和がとれ、自らを律することができる力を育む　　　
２．自ら考え、学び、行動し、未来を切り拓くことができる力を育む　
３．真心をもって他者と協働し、地域に貢献することができる力を育む
４．共に学び、友と育つ力を育む


２　中期的目標

	１．生徒指導、生徒支援の徹底で「安心して学べる」学校空間づくり　～知・徳・体の調和がとれ、自らを律することができる力を育む　
　ア　全教職員で、あいさつ、時間の遵守、みだしなみ、美化活動及び授業態度等の基本的生活習慣の改善・定着に取り組む。

イ　学校と家庭が連携して、遅刻指導を推進する。指導を通じた生活状況の把握と生活習慣の改善を促す。
※年間延べ遅刻者数を2021年度には2,500未満とする。（平成30年度 年度末　2,506回）
ウ　教育支援体制、生徒の相談機能の充実、生徒情報の共有化、３年間を見通したきめ細かい生徒指導を行う。

　　　　・「信太教育支援体制」を確立させ、学年会議、担任会、教育支援委員会、共生推進コーディネーター、保健室等の間で生徒情報の共有を早期から行う。教育支援カードの活用、個別支援計画等の作成と活用で生徒の継続的な支援を行う。特に個別支援の必要な生徒については、「合理的配慮」の観点から抽出や入り込みなどの具体的な方法を講じる。

　　　　・スクールカウンセラー、キャリアカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの活用を継続させ、子ども家庭センター、福祉医療関係機関、ＮＰＯ等との連携により生徒支援のネットワークをさらに充実させる。「課題を抱える生徒フォローアップ事業」において学校における居場所づくりを充実する。
　　　エ　いじめがなく一人ひとりが大切にされ、誰もが安心して自分を伸ばすことができる学校づくりを推進する。
　　　　・いじめアンケートの実施、スクールカウンセラーの活用により、いじめの防止、早期発見の体制づくりに努めるとともに、いじめ等の様々な問題を見逃さずに組織的に迅速に対応し、継続的な支援を行う。
　　　　・「誰もが心地よい学校行事」を継続させて、校内でお互いの個性や人権を認め合う学校文化を醸成する。

２．　さらなる授業改善とキャリア教育の充実　～自ら考え、学び、行動し、未来を切り拓くことができる力を育む
（１）「学ぶ力」プロジェクトの成果の共有とさらなる授業改善
ア　　３年間の「学ぶ力」プロジェクトチームの成果を継承し、さらなる授業改善を行う。その際、知識・技能の習得に加えて、未知の状況に対応できる思考力・判断力・表現力の育成を行うとともに、学びを人生に活かそうとする力の育成をめざし、他の府立高校、支援学校、泉大津市教育委員会、近隣中学校と連携し、公開授業、公開教職員研修を充実させる。
※　学校教育自己診断の「生徒の授業理解度」70％以上をめざす。

　（２）キャリア教育の充実

ア　３年間を見通した系統的・組織的な進路指導体制の定着を図る。

イ　１・２年の早期から大学・企業などの体験学習等を積極的に行い、生徒一人ひとりの進路目標を確立する。

ウ　漢字検定や毎日パソコンコンクールについて引き続き全員受験を行い、さらなる上位級への挑戦を図る。
　　　エ　スポーツ科学専門コースの充実を図り、リーダーを育成する。

※　卒業時の進路決定者を2021年度に97％にする。（平成30年度95.8％）
　　 ※　生徒・保護者の進路指導満足度を2021年度にともに85％以上にする。（平成30年度　生徒81.5%、保護者76.4%）

※　就職内定率は100％の達成・継続をめざす。

３．開かれた学校づくりと部活動の充実　～真心をもって他者と協働し、地域に貢献することができる力を育む
　　　ア　運動部活動及び文化部活動の一層の充実を図るとともに、部活動加入率50％以上をめざす。

　　  イ　学校説明会・体験入学において生徒が主体となって教育活動を発信するとともに、中学校や塾などへの訪問活動を推進する。学校ホームページ、校長ブログ、部活動ブログ、学校紹介ＤＶＤ、学校案内リーフレット、メールマガジン等の更新・充実により、積極的に情報を発信する。

　　　ウ　生徒が小さな成功体験を積み重ねることで、真心を持って他者と協働し、地域に貢献する力を育成するために、部活動生徒を中心に近隣の福祉施設、地元商店街、近隣中学校、支援学校など各機関・団体との交流・連携を推進し、その成果を積極的に発信する。
４．共生推進教室の充実とインクルーシブな学校づくり　～共に学び、友と育つ力を育む　
本年度で６年目となる「共生推進教室」について一層の充実を図り、インクルーシブな学校づくりを進める。

ア　信太高校全体の活動を通じて、すべての生徒が「ともに学び、友と育つ」教育をすすめる。

イ　共生コーディネーター、進路指導部、学年が連携し、関係機関との連携で就労を進め、共生の生徒の自立に向けた取組みを支援する。

５．チーム学校「チーム信太」で力を合わせて生徒を育てる体制づくり

ア　教職員相互の学校運営への参画意識を醸成し、分掌や学年をこえた同僚性を確立し、あらゆる教育活動において、教員・生徒・保護者が一丸となって取り組む。


【学校教育自己診断の結果と分析・学校運営協議会からの意見】
	学校教育自己診断の結果と分析［平成24年12月実施分］
	学校運営協議会からの意見

	
	





３　本年度の取組内容及び自己評価

	中期的

目標
	今年度の重点目標
	具体的な取組計画・内容
	評価指標
	自己評価

	１．生徒指導、生徒支援の徹底で「安心して学べる」学校空間づくり
	ア全教職員で基本的生活習慣のさらなる定着に取り組む。

イ学校と家庭が連携して、遅刻指導を推進する。

ウ教育支援体制、生徒の相談機能の充実
エいじめがない安全・安心な学校づくり
	ア　スポーツ科学専門コースの生徒をはじめ、全校生徒の社会人基礎力の育成を本校の第一の特色とし、あらゆる学校行事において生徒指導の目的を理解させたうえで、あいさつ、時間の遵守、みだしなみ、美化活動及び授業態度等の基本的生活習慣の改善・定着をさらに推進する。
・全職員による早朝の服装頭髪指導（月２回）を継続する。
イ　早朝登校、保護者との話し合いなどを取り入れた遅刻指導をさらに推進する。

ウ　「信太教育支援体制」を確立させ、学年会議、担任会、教育支援委員会、共生推進コーディネーター、保健室等の間で生徒情報の共有を早期から行う。
・支援の必要な生徒に対して、教育支援カードの活用、個別支援計画等により、配慮の内容を職員会議等において全教員で共有化する。

・「課題を抱える生徒フォローアップ事業」を活用し、生徒の居場所づくりとスクールソーシャルワーカーの配置により、子ども家庭センター、福祉医療関係機関等と連携しながら効果的な生徒支援を組織的に行う。

エ　いじめがない安全・安心な学校づくり

・いじめアンケートは、事後活用に重点を置き、いじめ防止・対策委員会を中心に対応協議、生徒対応を、組織的、迅速に行う。
	ア・全職員による毎朝の挨拶運動と服装頭髪指導（月２回）において、生徒への声掛けを充実する。
・学校教育自己診断の「先生の指導は納得」前年度以上を維持。（H30: 56.6％）　
イ・年間延べ遅刻者数2,500回未満。（H30:年度末2,506回）
ウ・学校教育自己診断の「命の大切さや人権について学ぶ機会が多い」前年度以上を維持。（H30: 75.6％）　

エ・学校教育自己診断の「いじめや暴力のない学校づくり」72％以上に。（H30: 71.8％）

・学校教育自己診断の「いじめ等を見逃さず対応」前年度以上を維持。（H30: 63.3％）
	

	２．さらなる授業改善とキャリア教育の充実
	（１）「学ぶ力」プロジェクト推進

ア　「学ぶ力」プロジェクトチームによる「信太スタンダード」のさらなる共有化
（２）キャリア教育の推進

ア　３年間を見通したキャリア教育
イ　全生徒の資格取得の推進

ウ　スポーツ科学専門コースの学びを人生に活かす力の育成
	ア　３年間の「学ぶ力」プロジェクトチームの成果を継承し、府立高校、支援学校、中学校と連携しながら研究、実践、成果共有を行う。
・生徒一人ひとりの特性を生かしたカリキュラムとするため、各授業において、生徒自身が毎時間振り返りを行うことで、生徒の自尊感情の育成を図る。教員は、生徒の「授業の振り返り」方法を自己申告票に記載し、授業改善につなげる。
・泉大津市教育委員会と連携しながら、11月の公開授業週間等でテーマ別の研究授業を実施。

・他の府立高校、支援学校、中学校等と連携しながら、１月の教職員研修で「学ぶ力」プロジェクトチームの実践報告を行い、その成果を全教員に共有する。
・ユニバーサルデザインを意識した授業力向上のための交流を支援学校と行う。
ア　３年間を見通した系統的・組織的なキャリア教育により、未来を切り拓く力を育む
・生徒一人ひとりの進路目標を確立させるために、１・２年の早期から大学・企業などの体験学習等を積極的に実施する。

・「総合的な探究の時間」において、専門学校等の外部人材を活用し、将来の職業を考え、発表する力を身につけさせる。
①基礎学力の定着、②自己理解を深める③情報処理能力の育成
イ　漢字検定や毎日パソコンコンクールの全員受験を引き続き継続する。

ウ　スポーツ科学専門コースの授業において、支援学校交流を生徒が企画・実施し、学んだ技術や戦術、練習に取り組む姿勢などを他者に伝承する。
	ア・学校教育自己診断の「生徒の授業理解度」63％以上。

（H30: 60.3％）

・学校教育自己診断の「様々な評価の工夫」80％以上。（H30: 78.8％） 

・授業アンケートの「生徒の興味・関心」3.12以上。（H30:第１回3.16　第２回3.09）　   

・授業アンケートの「生徒の知識・技能」3.12以上。（H30:第１回3.19　第２回3.11）　  

・授業力向上のための交流を、1回以上実施。
ア・卒業時の進路決定率97％以上。（H30:95.8％、H29:96.4％、H28:94％）

  ・生徒・保護者の進路指導満足度ともに80％以上。
（H30:生徒81.5％、保護者76.6％）

・就職内定率は、100％の継続
・学校教育自己診断における　　　　　「体験活動や体験学習が充実」

　 55％以上。（H30: 53.0％）　 
イ・漢字検定合格率60％以上。（H30：50.3％　）
ウ・スポーツ科学専門コースの授業アンケートの「興味・関心」3.70以上。(H30:第１回3.70　第２回3.40) 

・スポーツ科学専門コースの授業アンケートの「知識・技能 」3.70以上。(H30:第１回3.73　第２回3.50 )     
	

	３．開かれた学校づくりと部活動の充実
	ア　運動部及び文化部と学校行事の活動の一層の充実
イ　学校説明会・体験入学などの充実

ウ　地域貢献活動のさらなる推進
	ア　誰もが部活動に入れるよう、部活動環境のさらなる整備と行事の充実を図る。

・文化的活動推進のための、大学や専門学校による出前講座の実施。
イ　中学校や塾などへの訪問活動を推進する。学校ホームページ、学校紹介ＤＶＤ、学校案内リーフレット等の改訂及び校長ブログ、部活動ブログの充実により、積極的に情報を発信する。

ウ　近隣の福祉施設、地元商店街、近隣中学校、支援学校など各機関・団体との交流・連携を推進する。

・地域夜回り、部活動生徒による福祉施設訪問を継続。
・地元商店街と連携し、地域清掃活動を継続。
・スポーツ科学専門コースによる支援学校交流（再掲）、部活動による中学生対象の講習会や教員対象の指導者講習会を実施する。
	ア・部活動加入率45％以上。　（H30:42.9％）

　・学校教育自己診断での「学校生活充実度」70％以上（H30:69％）

　・出前講座を1回以上実施。
イ・校内での学校説明会年５回、体験入学満足度98％以上を維持。（H30:100％）

　・中学校訪問１・３年生の出身校100校以上。(H30:延べ115校)
ウ・地域行事参加年間15回以上を維持。（H30:15回）

・地域清掃活動年間250回以上を維持。（H30:250回）

・中学生対象部活動行事年間24回以上を維持。（H30:24回）
	

	４．共生推進教室の充実
	ア　すべての生徒が「ともに学びともに育つ」教育を進める。

イ　共生の生徒の自立、社会参加に向けた取組みを支援する。
	ア　１年生のクラス開きで、「障がい理解ＨＲ」を実施し、障がいのある生徒とない生徒が、あらゆる行事にともに参加するために、必要な配慮を行う。
イ　３年間の人権ＨＲ計画をもとに、あらゆる人権ＨＲ、人権講演会、人権行事において振り返りを行い、その成果を全教員、全生徒にフィードバックし、人権感覚の醸成に努める。
・共生コーディネーター、進路指導部、学年が連携し、関係機関との連携で就労を進める。
・SSTを取り入れた自立活動の授業を行い、公開授業を実施する。

　・学校説明会等において、生徒が中心となり、「ともに学ぶ教育」の説明や運営を行う。
	ア・学校教育自己診断の「障がいのある生徒と『ともに学ぶ』教育」生徒、保護者ともに66％以上。 （H30:生徒66.6％、保護者75.4％）
イ・学校教育自己診断の「命の大切さや人権について学ぶ機会が多い」75％以上を維持。（H30: 75.6％）（再掲）

・府立高校や近隣の中学校と連携し、「自立活動」公開授業を年２回実施。
	

	５．チーム学校の職場づくり
	ア　 チーム学校（チーム信太）で学び合い、力を合わせて生徒を育てる体制づくり
イ　経験年数の短い教員の育成

ウ　教職員の働き方改革の推進
	ア　職員会議、教職員研修を通して、教職員の学校運営参画意識を高め、同僚性を確立する。

　・「新カリＰＴ」を中心に常に全教職員にフィードバックしながら、学校目標を実現するための教育課程を編成する。
イ　生徒、教員、保護者が「チーム」信太として、教育活動を積極的に発信する。経験年数の短い教職員に対しては、主任等ミドルリーダーによるＯＪＴを徹底する。

ウ　職員会議を原則として月１回とし、資料番号の統一と配付方法のさらなる見直しを行うとともに、教材の共有化を進め、教職員の働き方改革を推進する。
	ア・学校教育自己診断の教員「学校目標が共有され、教育活動について日常的に話し合いがなされている」75％以上。（H30:74.6％）

イ・生徒指導・保護者対応等については、ベテラン教員と経験年数の短い教員が複数で対応する機会を多く設ける。

ウ・教職員一人当たりの年休年間取得日数の平均15日以上。（H30:16日、H29:14.5日）
	


※「学校経営計画及び学校評価」における表記・表現に関して


★次の表記を（　　）内の表記に変更。


・障害（障がい）　　・目指す（めざす）　　・目安（めやす）　　・ＩＴ（ＩＣＴ）


★次の表現を（　　）内の表現に変更。


・障がいを抱える（障がいがある）　　・課題がある生徒（課題を抱える生徒）　　・経験の浅い教員（経験年数の少ない教員）


・スーパーバイザー、ＳＣＳＶ（スクールカウンセラー、ＳＣ）


・ベネッセ、公文式、Z会、代々木ゼミナール、河合塾、駿台、ECC等の予備校（教育産業）


・スタディサポート（学力生活実態調査）、進路マップ（基礎学力調査）、ファインシステム（教育産業による学力分析システム）　　・ＧＴＥＣ（英語学力調査）


・ワード、一太郎、エクセル、パワーポイント　等（ワープロソフト、表計算ソフト、プレゼンテーションソフト）　　・オフィス、Office（各種アプリケーションソフト）


・グループボード（学校掲示板）　　・ｓｍａＬＬ（簡易ＬＬ機器）　　・ｉＰａｄ等（タブレット型ＰＣ）


・具体的な営利団体名（商業施設、保育園、地域企業、ホテル、劇団　等　ただし大学や海外の高校名についてはそのまま）


★「学校経営推進費」等の事業を活用して取組みを推進する場合は、事業名と取組内容・評価指標の変更が明らかになるように修正。








